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君津中央病院企業団最低制限価格制度実施要領君津中央病院企業団最低制限価格制度実施要領君津中央病院企業団最低制限価格制度実施要領君津中央病院企業団最低制限価格制度実施要領    

平成２７年６月１日制定 

（趣旨）（趣旨）（趣旨）（趣旨）    

第１条第１条第１条第１条 この要領は、君津中央病院企業団が発注する建設工事（建設業法（昭和２４

年法律第１００号）第２条第１項に規定する土木建築に関する工事で別表の上欄に

掲げるものをいう。以下同じ。）並びに建設工事に伴う設計、調査、測量及び建物

清掃業務（以下｢工事等｣という。）の競争入札の執行において、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の１０第２項

(施行令第１６７条の１３において準用する場合を含む。)及び君津中央病院企業団

建設工事等契約事務取扱要領（平成１１年３月１日制定）第１１条第１項に規定す

る最低制限価格の設定に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（対象）（対象）（対象）（対象）    

第２条第２条第２条第２条 最低制限価格制度の対象となる工事等は、１件の設計金額が５００万円を超

える工事等で入札により契約を締結する場合に適用する。ただし、君津中央病院企

業団低入札価格調査制度実施要領（平成２７年６月１日制定。以下｢低入札価格調

査制度実施要領｣という。）の規定が適用される契約は除くものとする。 

（最低制限価格）（最低制限価格）（最低制限価格）（最低制限価格）    

第第第第３３３３条条条条 建設工事における最低制限価格は、予定価格の算出の基礎となった項目（以

下｢算定項目｣という。）の額に、当該算定項目ごとに定める割合を乗じて得た額

（１円未満の端数が生じた場合は、その端数を四捨五入した額とする。）の合計額

（算出された合計額に千円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てた額と

する。）に１００分の１０８を乗じて得た額とする。ただし、当該合計額が、入札

書比較価格（予定価格に１０８分の１００を乗じて得た額をいう。以下同じ。）に

１００分の９０を乗じて得た額を超える場合にあっては１００分の９０を乗じて得

た額（算出された額に千円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てた額と

する。）に１００分の１０８を乗じて得た額を、入札書比較価格に１００分の７０

を乗じて得た額に満たない場合にあっては１００分の７０を乗じて得た額（算出さ

れた額に千円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てた額とする。）に１

００分の１０８を乗じて得た額を最低制限価格とする。 

２ 前項の算定項目ごとに定める割合及び費目は次のとおりとする。 

算 定 項 目 割  合 費  目 

直接工事費 １００分の９５ 直接工事費、直接製作費、 

機器費、設計技術費、処分費等 

共通仮設費 １００分の９０ 共通仮設費、間接労務費等 
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現場管理費 １００分の８０ 現場管理費、工場管理費、 

据付間接費、技術者間接費等 

一般管理費等 １００分の５５ 一般管理費等 

３ 建設工事に伴う設計、調査、測量及び建物清掃業務における最低制限価格は、予

定価格の算出の基礎となった次に掲げる額（１円未満の端数が生じた場合は、その

端数を四捨五入した額とする。）の合計額（算出された合計額に千円未満の端数が

生じた場合は、その端数を切り捨てた額とする。）に１００分の１０８を乗じて得

た額とする。ただし、その額が入札書比較価格に１００分の９０を乗じて得た額を

超える場合にあっては１００分の９０を乗じて得た額（算出された額に千円未満の

端数が生じた場合は、その端数を切り捨てた額とする。）に１００分の１０８を乗

じて得た額を、入札書比較価格に１００分の７０を乗じて得た額に満たない場合に

あっては１００分の７０を乗じて得た額（算出された額に千円未満の端数が生じた

場合は、その端数を切り捨てた額とする。）に１００分の１０８を乗じて得た額を

最低制限価格とする。 

(1) 直接人件費の額 

(2) 直接人件費の額以外の額に１００分の５０を乗じて得た額 

（予定価格書への記載）（予定価格書への記載）（予定価格書への記載）（予定価格書への記載）    

第４条第４条第４条第４条 予定価格を記載した書面に、最低制限価格を「（最低制限価格 ○○円）」

と記載し、さらに、当該最低制限価格に１０８分の１００を乗じて得た額を「（最

低制限価格の１０８分の１００の額 ○○円）」と記載するものとする。 

（入札者への周知）（入札者への周知）（入札者への周知）（入札者への周知）    

第５条第５条第５条第５条 最低制限価格は、君津中央病院企業団予定価格事前公表実施要領（平成１７

年９月２２日制定）に準じて入札者に周知するものとする。 

附 則 

この要領は、平成２７年６月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


